
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 380

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

件 380 210 360 104 340 127 320 300 280 260

件 1,600 307 1,500 222 1,400 191 1,300 1,250 1,200 1,150

台 240 52 220 36 210 60 200 190 180 170

台 24 18 23 15 22 17 21 20 20 20 23 20

千円 25,800 21,608 25,300 20,612 24,800 19,746 24,300 24,000 24,000 24,000 25,800 25,000

台 900,000 711,795 900,000 667,131 900,000 630,391 900,000 900,000 900,000 900,000 900,000 900,000

千円 0.09 0.10 0.13 0.09 0.09 0.09 0.09

千円 0.06 0.07 0.10 0.06 0.06 0.06 0.06

千円 59,124 59,921 76,904 70,451 70,451 70,451 70,451

千円 7,705 5,501 6,208 7,326 7,326 7,326 7,326

千円 66,829 65,422 83,112 77,777 77,777 77,777 77,777

千円 2,414

千円

千円 21,890 20,688 19,923 27,465 27,465 27,465 27,465

千円

千円 42,525 44,734 63,189 50,312 50,312 50,312 50,312

千円 66,829 65,422 83,112 77,777 77,777 77,777 77,777

実計区分 評価結果 継続 継続 拡充 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

4

2024年度（令和６年度）

活動指標③

活動指標②

人件費

歳出計（総事業費）

郡山駅周辺１日あたりの平均自転車等放置台数

撤去台数（放置禁止・規制区域内）

指標名指標名

チラシによる指導警告件数

2023年度（令和５年度）
単位

活動指標①

対象指標

有料自転車等駐車場利用台数

代替事業（無）

単位コスト（所要一般財源から算出） 有料駐車場利用台数1台あたりのコスト

事業費

その他

ニーズ（小）

○
ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

二次評価コメント

成果指標分析結果

○

継続

継続

代替事業（有）
　これまで自転車放置の啓発活動等の取組により自転車等利用者のマナー向上が
図られてきているものの、郡山駅前周辺での誘導員による指導（誘導）・警告数
や１日当たりの平均自転車等放置台数は一定程度存在するため、引き続き公共の
場所における放置自転車等を防止することにより、通行機能及び歩行者の安全を
確保し良好な生活環境の維持に向けて取り組んでいく。

　郡山駅周辺における自転車等放置台数は、誘導員導入前2002年度以前（平成14年度以前）と比べ大き
く減少し、近年は横ばい状態が続いている。
　有料自転車等駐車場の使用料と利用台数については、新型コロナの影響から通勤や通学の利用者が減
り減少傾向である。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】
　2022年度（令和4年度）は、西口第一自転車等駐車場の
塗装修繕を実施したことなどにより2021年度（令和3年
度）に比べ事業費が増加した。

【人件費】
　事業費の増加に伴い人件費も増加したもの。

一次評価コメント

都市構想部

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市内の自転車等駐車場の維持管理を行うとともに、誘導員を配置
して指導や放置自転車の撤去等を行う事業である。
　令和４年度は、前年度と比較して、口頭指導及びチラシによる指導警告件数が
326件から318件（△8件）に微減となったが、放置禁止・規制区域内の撤去台数
は36台から60台（約1.7倍）に増加した。
　駐車場利用者数が減少した一方、撤去台数が増加したことや１日あたり平均自
転車等放置台数が横ばいとなっていることから、依然として放置自転車等に対す
る意識が浸透していない状況が窺える。
　自転車等放置対策は、交通障害や事故の防止及び街並みの景観向上に寄与する
ため、今後においては、実効性のある周知方法について検討しつつ継続して事業
を実施する。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

代替事業（有）

総合交通政策課

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

〇放置自転車等が原因となる交通障害や事故の防止　〇超高齢社会に対応した移動円滑化の促進　〇街
並みの景観向上

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 自転車等放置対策事業

住民意向分析

　有料自転車等駐車場については、電車の始発及び終電や高速バスの発着時間に合わせ
た営業時間の拡充要望があり、無人化導入の検討も含め費用対効果を検証する必要があ
る。

まちづくり基本指針六次実施計画

意図（目的）

〇自転車等駐車場の維持管理　〇郡山駅前自転車等放置防止の啓発と誘導　〇放置自転車等の撤去

単位コスト（総コストから算出）有料駐車場利用台数1台あたりのコスト

成果指標①

　自転車等駐車場を整備するとともに、自転車等放置防止誘導員を配置
し、自転車等の放置防止の啓発と自転車等駐車場の利用の呼び掛けによ
り、自転車利用者に駐車禁止等区域の周知とマナーの向上が図られ、放置
自転車が減少してきている。

口頭による指導（誘導）件数

市民

　今後も交通障害や事故の防止はもとより、移動の円滑化を図るため、放置自転車対策
が必要である。
　また人口の減少に伴い有料自転車等駐車場の使用料と利用台数は、将来、減少で推移
していくものと思われるが、放置自転車対策のために自転車等駐車場の必要性は高い。

政策体系 手段

成果指標③

成果指標②

大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

3.6
11.2

現状周辺環境

　放置自転車は全国的な社会問題となっており、郡山駅前周辺においても歩
道等に放置自転車等があふれ、通行の支障となり、また、駅前等の景観も悪
くなっていた。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

有料自転車等駐車場使用料

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

２　公平性

　郡山駅周辺における自転車等放置対策については、誘導員の導入効果によりマナーの向上が図られてき
ており、前年度実績に比べ、撤去台数や口頭による指導（誘導）件数は増加したものの、チラシによる指
導警告件数は減少している。

１　規模・方法の妥当性

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10045

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 36,727 92,302 93,689

回 12 12 8 15 4 4 4 4 4 4

2 3 3 3 3

地区 4 4 8 8 10 10 11 11 11 11 8 10

人 720 1,879 1,600 7,621 7,000 9,611 9,500 10,000 10,500 11,000 1,600 7,000

千円 7 3 3 4 4 4 4

千円 4 3 3 4 4 4 4

千円 5,753 17,630 23,795 28,500 30,000 31,500 33,000

千円 7,157 6,484 6,852 6,484 6,484 6,484 6,484

千円 12,910 24,114 30,647 34,984 36,484 37,984 39,484

千円 4,600

千円

千円

千円

千円 8,310 24,114 30,647 34,984 36,484 37,984 39,484

千円 12,910 24,114 30,647 34,984 36,484 37,984 39,484

　 実計区分 評価結果 拡充 継続 拡充 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

　自家用車の普及に伴いバスやタクシーなどの公共交通機関の利用が減少
してきているが、一方では、高齢社会の到来により、公共交通の利便性向
上が求められている。

2021年度（令和３年度）

　本事業は運行エリア全域において自宅から利用できるため、高齢者や
今までバス停から遠くに住んでいた方にとって、利便性の高い交通手段
として利用されている。今後、高齢化が進むにつれて、免許返納者の増
加が見込まれ、潜在的なニーズは年々高まっていると予想される。その
ため、乗合タクシーの目的地には、駅やバス停などの交通結節点のほ
か、スーパーや医療機関等の生活施設への設定見直しも必要と考えられ
る。
　今後においても、路線バス利用者の動向を注視し、必要に応じて乗合
タクシーの導入を検討していくとともに、既存地区においては運行時間
の見直しや周知を図ることで、利用者を増やし効率的な運行に努める。

地区懇談会開催回数

導入地区人口

利用者数

事業費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

市債

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

　すべての人が安心して円滑に移動できる持続可能な公共交通体系の構築（SDGsゴールターゲット11.2）に向
け、特に交通不便地域の多い郊外部での交通の利便性向上に向けた取り組みを行う。

今後周辺環境（予測）

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

乗合タクシー運行事業

住民意向分析

　地区懇談会では、郊外部の路線バス利用者は年々減少しているとはいえ、運転免許返納した高
齢者や障がい者、高校生等の交通弱者と呼ばれる人々は、路線バスが廃止されると移動手段がな
くなってしまうため、路線バスに代わる移動手段の確保についての要望がある。

都市構想部 総合交通政策課

　市内の公共交通において、各交通事業者との調整による役割の明確化を図るため、郊外部においては、バス路
線の見直しに併せ、新たな公共交通として、デマンド型の乗合タクシーの運行を行う。

　市では赤字路線バスの損失補填を行っているが、バス会社はドライバー不足とドライ
バーの高齢化の問題を抱えており、赤字路線バスは、損失補填しても黒字にならず、運
行維持にドライバーを雇用しなければならないなど、メリットが少ないため、バス事業
者としては廃止したいと考えている。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

政策体系

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

3 すべての人が安心して円滑に移動できるまち

11.2
11.7

　市内では、福島交通と会津乗合自動車の２社が路線バスを運行してい
るが、路線バスの利用者、特に郊外部の利用者は年々減少している状況
である。また、一部に回復傾向も見られるものの、新型コロナ感染症に
よる影響がこうした傾向に拍車をかけている。さらに、最近の物価高騰
の影響により地域交通事業社の経営は一層圧迫されている。このため、
地域住民の足となっている赤字路線バスに対し、市では補助金をはじ
め、各種運行支援を行っている。

４　活動指標
（活動達成度） ○

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

導入地区数

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

活動指標分析結果

　地区懇談会については、事業の周知等のため社会福祉協議会など、地域の関係団体の要望に基づき富
久山町などで実施するとともに、利用者が伸び悩んでいる高瀬地区乗合タクシーの利用促進策について
地元区長会との意見交換をするため、田村町においても実施した。このため、地区懇談会は計画どおり
の開催実績となった。また、円滑な事業推進のため運行事業者との懇談会も併せて実施した。この結
果、高瀬地区乗合タクシーにおいては、中田地区乗合タクシーとの併合が実施された。

代替事業（有）

大綱（取組）

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

一般財源等

2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

ー

2020年度（令和２年度）

利用者１人あたり導入のコスト

指標名指標名

運行事業者懇談会開催回数

ニーズ（大）

歳入計

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

利用者１人あたり導入のコスト

単位

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

【事業費】利用者1人当たりのコストについては、前年度と同額（3.2千
円）となっている。これは導入地区を拡大（片平・中田）したことなど
により、事業費は上昇したが、これに比例して利用者も増加したためと
考えられる。　　　なお、令和3年度（2021年度）の乗合タクシー及び
路線バスへの支弁額（事業費ベース）は、164,810千円（乗合17,630千
円＋バス147,180千円）であり、これに対して、令和4年度（2022年度）
の支弁額（事業費ベース）は、148,688千円（乗合23,795千円＋バス
124,893千円）であり、16,122千円の削減となっている。

ニーズ（大）

二次評価コメント

2024年度（令和６年度）

○

継続

単位コスト（所要一般財源から算出）

その他

人件費

総事業費（事業費・人件費）分析結果

代替事業（無）

成果指標分析結果

　昨年度は、計画通り４月に片平・中田地区で乗合タクシーを導入し、合計１０地区となった。ま
た、利便性向上のため、既に運用が開始されていた高瀬地区乗合タクシーを中田地区乗合タクシーと
併合した。さらに、利用者アンケート実施や地区懇談会の開催を通じて、利便性の向上を図った。こ
の結果、利用者実績は計画値を上回った。

一次評価コメント

継続
　当該事業は特に交通不便地域の多い郊外部において、新たな公共交通としてデ
マンド型乗合タクシーを運行し、交通の利便性向上を図る事業である。
　令和4年度は新たに片平、中田の２地区で乗合タクシーを導入したことによ
り、前年度と比較して利用者数が約2,000人増加した。新規地区である中田地区
においては、田村地区と地区割を再編成し利便性の向上を図るなど適宜事業内容
を改善している。
　また、地区懇談会や広報こおりやまにより運転免許証返納者への周知を行うな
ど、利用促進を図っている。
　今後においても、高齢者等の交通弱者の移動手段の確保は必要不可欠であるこ
とから、各交通事業者と調整を行い、効率的な公共交通を検討し運用するととも
にアンケート等により住民ニーズを考慮しながら継続して事業を実施する。

代替事業（有）

【人件費】人件費については、令和元年度（2019年度）
の事業導入以降、減少している。これは、事業運用におけ
るノウハウが蓄積されてきたことが主な要因と考えられ、
昨年との比較では微増したが、概ね現状維持と考えらえ
る。
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2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 150

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 58 58 58

戸 8 8 8 8 3 7 2 0 0 0

ｍ 85 208 244 30 193 150 139 139 139

％ 69.6 70.3 72.3 88.9 87.5 83.3 88.1 94.8 100.0 100.0 88.1 101

％ 31.5 48 66.7 55 82.5 61.3 90.0 100.0 100.0 100.0 90.0 100

％ 0.0 10 24.5 51 38.1 62.9 67.4 83.7 100.0 100.0 67.4 100

千円 62,053 59,729 27,957 618,333 70,597 70,833 70,833

千円 40,440 32,143 8,701 572,295 66,474 65,079 65,079

千円 546,915 1,083,345 322,307 371,000 473,000 340,000 340,000

千円 30,178 27,623 29,954 27,623 27,623 27,623 27,623

千円 577,093 1,110,968 352,261 398,623 500,623 367,623 367,623

千円 201,000 513,100 126,100 175,000 232,500 155,000 155,000

千円 113,400 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 3,123 196,000 240,500 185,000 185,000

千円 376,093 597,868 109,638 27,623 27,623 27,623 27,623

千円 577,093 1,110,968 352,261 398,623 500,623 367,623 367,623

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

　

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

　当該事業は、大町地区について土地区画整理事業により面的な整備を行い、市
街地の活性化を図るものである。
　令和４年度は、日の出通り線の整備及びペデストリアンデッキの設計委託を実
施したところである。事業費ベースの進捗率が計画を下回っているが、これは事
業計画の変更に伴うものであり、計画変更前の総事業費に対する事業費ベースの
進捗率で比較すると、前年度から12.6ポイント上昇しており、順調に事業が進捗
していることがうかがえる。
　都市計画道路日の出通り線の早期供用を目指し、今後も継続して事業を実施す
る。

大綱（取組）
○

活動指標②

活動指標①

2022年度（令和４年度）2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

周辺の整備事業としては、複数の市街地再開発事業、駅前広場整備が実施
され、立地適正化計画による都市機能誘導区域が策定されている。

道路整備延長（単年度）

2023年度（令和５年度）
単位

郡山駅前に至近という好立地条件にもかかわらず、低層木造住宅や空き店舗
が目立ってきており、土地区画整理事業の手法による面的な整備を行い、都
市機能の更新が望まれている。

指標名

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

11.b

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

まちづくり基本指針

政策体系

４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

５　成果指標
（目的達成度）

【人件費】
　前年度に比較して事業費は減少したが、権利者交渉や各
事業者間の調整等に時間を要したため、人件費は増加し
た。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

 設計委託や道路整備、建物移転補償等を実施したが、事業計画の変更により総事業費を1,271百万円増
額したことで、事業費ベースの進捗率は5.6％低下した。しかし、変更前の総事業費に対する事業費
ベースの進捗率は101.5％であり、実質は12.6％増加であった。

一次評価コメント

○
ニーズ（小）

大町土地区画整理事業

住民意向分析

都市機能が更新されることから、当事業が早期に完了することが望まれている。

都市構想部 区画整理課

手段 意図（目的）

公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図り、賑わいのあるまちなみにするため、土地区画整理事業を行う。事
業用地の先行取得、建築物等調査算定業務、換地設計業務等を行い、同時に地区内権利者と協働でまちづくりを推
進する。また、都市計画道路日の出通り線を含む未整備な公共施設の整備を推進する。

本地区を魅力ある「郡山市の顔」とし、中心市街地の空洞化を防止し活性化を図る。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

郡山駅の西側に隣接した恵まれた立地条件を有していることから、日の出通り線等の公
共施設を整備することで、宅地の有効利用を促進し、建築物の耐震・不燃化を誘導する
とともに、郡山市の玄関口に相応しい良好な市街地が形成される。

今後周辺環境（予測）

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

継続

【事業費】
　事業の進捗に伴い道路整備延長や建物移転戸数が減少し
たことから、事業費は大きく減少した。

成果指標分析結果

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針七次実施計画

指標名

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

事業費

事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

国・県支出金

土地所有者（大町土地区画整理事業）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

対象指標

建物移転戸数（単年度）

人件費

単位コスト（所要一般財源から算出）

公共施設整備率（道路）

仮換地指定率

事業費ベースの進捗率

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

継続

代替事業（無）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

　当地区では、郡山駅西口に隣接する地区として都市機能の向上を目指し、日の
出通り線やペデストリアンデッキ等の整備を優先的に進めてきたところである。
　今後も公共施設等の整備を継続して実施し、郡山市の玄関口にふさわしい良好
な市街地の形成のため事業進捗を図る。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

代替事業（有）

代替事業（有）

ニーズ（小）

○

二次評価コメント

市債

歳入計

活動指標分析結果

歳出計（総事業費）

　当地区では、日の出通り線及びペデストリアンデッキの整備を優先的に進めており、令和４年度におい
ては日の出通り線の整備及びペデストリアンデッキの設計委託を実施したところである。
　また、商業ビルの建物移転補償や、無電柱化に向けた電柱移設補償等を実施した結果、計画値に比較し
て建物移転戸数及び道路整備延長は増となった。

一般財源等

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 180

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 402 402 402

ｍ 0.0 341 110.0 212 355.0 443 633.8 340.0 250.0 480.0

戸 15 7 7 5 3 4 6 4 0 2

％ 101.0 88.7 69.0 92.7 72.7 87.3 80.8 84.3 87.2 90.0 80.8 90

％ 81.0 86.5 88.6 87.0 87.5 87.5 88.5 89.5 90.5 91.5 88.5 92

ｍ 8,120.6 8,588 8,230.6 8,800 8,585.6 9,243 9,164.9 9,504.9 9,754.9 10,235 9,164.9 10,235

千円 156,207 131,092 141,476 130,629 187,840 191,638 184,679

千円 121,519 117,788 33,457 126,848 179,091 181,079 173,742

千円 465,247 493,747 1,091,073 1,058,092 657,440 555,750 517,100

千円 34,614 30,622 26,588 30,622 30,622 30,622 30,622

千円 499,861 524,369 1,117,661 1,088,714 688,062 586,372 547,722

千円 0 7,500 235,000 100,000 72,500 112,500 50,000

千円 568,800 0 0 0 0

千円 20,000 35,707 47,514 0 0 0 0

千円 90,999 10,012 2,036 958,092 584,940 443,250 467,100

千円 388,862 471,150 264,311 30,622 30,622 30,622 30,622

千円 499,861 524,369 1,117,661 1,088,714 688,062 586,372 547,722

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

○

継続

国・県支出金

人件費

５　成果指標
（目的達成度）

政策体系

大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

歳出計（総事業費）

中心市街地から近郊に位置しており、中心市街地と周辺部を結ぶ幹線道路等
の整備と計画的な市街地整備が必要な地域だった。

代替事業（有）
　当地区では、地区内に位置する都市計画道路東部幹線の環状道路としての整備
が急がれていることから、橋梁区間の上部工を継続費を設定して整備を進めてき
たところである。
　また、一級河川逢瀬川の河川改修工事が進み、住宅地の地盤も堤防に併せて上
げることから、区画道路整備や建物移転補償等を継続して実施し、健全な市街地
の形成のため事業進捗を図る。

現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画

11.3
11.b

まちづくり基本指針三次実施計画

更なる土地区画整理事業の推進により、周辺地区との道路網の確立に併せた一体的な都
市基盤の整備の促進により安全・安心で快適な生活基盤が整備される。

2024年度（令和６年度）
指標名

仮換地指定率

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

活動指標分析結果

事業費

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

土地の権利者数

道路整備延長（累計）

道路整備延長（単年度）

都市構想部

まちづくり基本指針四次実施計画 まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

区画整理課令和４年度実施事業に係る事務事業評価 伊賀河原土地区画整理事業

2020年度（令和２年度） 2023年度（令和５年度）2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

－

手段

住民意向分析

土地区画整理事業の事業期間が長期にわたっているため、権利者から移転先の宅地整
地、区画道路の整備の早期実現など、早期の事業完了が望まれている。
また都市計画道路東部幹線の早期開通が望まれている。

意図（目的）

土地区画整理事業施行地区内の道路等の公共施設整備、建物移転、宅地整地及び保留地売却を行う。
中心市街地と周辺部を結ぶ交通体系の確立と計画的な都市基盤の整備により、水害等の災害の防止を図
り、健全で新しい市街地の形成に努める

土地区画整理事業が進み道路、公園等の整備により健全な居住環境として
形成してきている。
施工範囲の一部が地区内に含まれる県事業の逢瀬川河川改修事業が進んで
いる。

２　公平性

二次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

　当地区では、都市計画道路東部幹線の整備を優先的に進めており、令和４年度においては東部幹線橋梁
上部工の整備を実施したところである。
　また、地区南側に隣接する一級河川逢瀬川の河川改修に併せて、区画道路整備や建物移転補償等を実施
した結果、計画値に比較して増となった。

１　規模・方法の妥当性

総事業費（事業費・人件費）分析結果

 道路整備や建物移転補償等を実施したが、事業計画の変更により総事業費を2,161百万円増額したこと
で、事業費ベースの進捗率は5.4％低下した。しかし、変更前の総事業費に対する事業費ベースの進捗
率は100.6％であり、実質は7.9％増加であった。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

【人件費】
　事業費は増加し、権利者交渉や各事業者間の調整等に相
応の時間を要したが、人件費は減少した。

ニーズ（小）

成果指標分析結果

代替事業（無）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、郡山インター線及び東部幹線を中心に面的な整備を行い、中心市
街地と周辺部を結ぶ交通体系の確立と計画的な市街地整備を行うものである。
　令和４年度は東部幹線の橋梁上部工の整備を行うとともに、逢瀬川河川改修事
業に併せて河川用地に位置する建物移転補償を実施したところである。
　事業費ベースの進捗率が計画を下回っているが、これは事業計画の変更に伴う
ものであり、計画変更前の総事業費に対する事業費ベースの進捗率で比較する
と、前年度から7.9ポイント上昇しており、順調に事業が進捗していることが窺
える。
　都市基盤の整備を推進するためにも、今後も継続して事業を実施する。

【事業費】
　前年度と比較し道路整備延長は増、建物移転戸数は減と
なり、東部幹線における橋梁整備及び道路改良工事を優先
に実施したことから事業費も増加した。

一次評価コメント

○

代替事業（有）

継続

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

指標名

建物移転戸数（単年度）

単位

一般財源等

その他

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

事業費ベースの進捗率

活動指標②

活動指標①

対象指標

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 210

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 439 439 439

ｍ 310.0 750 575.0 230 920.0 864 371.1 480.0 760.0 740.0

戸 0 4 0 8 5 11 10 6 7 6

％ 58.5 53.3 57.3 61.8 65.0 65.9 72.3 76.8 81.5 86.2 72.3 86

％ 55.5 56.6 66.4 57.8 58.6 59.2 59.6 60.6 61.6 62.6 59.6 63

ｍ 5,756.8 6,402 6,331.8 6,632 7,897.0 7,496 7,475.8 7,955.8 8,715.8 9,455.8 7,475.8 9,456

千円 164,741 86,008 163,461 129,839 154,328 154,018 156,809

千円 81,873 50,068 79,635 124,629 145,876 145,926 148,717

千円 853,426 693,042 632,416 947,825 694,474 723,883 737,000

千円 36,177 38,030 37,777 38,030 38,030 38,030 38,030

千円 889,603 731,072 670,193 985,855 732,504 761,913 775,030

千円 447,489 215,490 105,600 177,000 55,000 77,192 53,500

千円 0 195,900 0 0 0 0

千円 0 90,000 42,000 0 0 0 0

千円 0 189 770,825 639,474 646,691 683,500

千円 442,114 425,582 326,504 38,030 38,030 38,030 38,030

千円 889,603 731,072 670,193 985,855 732,504 761,913 775,030

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

大綱（取組）

歳入計

2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

まちづくり基本指針五次実施計画

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

11.3
11.b

ニーズ（小）

まちづくり基本指針三次実施計画

2021年度（令和３年度）

国・県支出金

一般財源等

市債

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

事業費

単位
2020年度（令和２年度）

まちづくり基本指針四次実施計画

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

５　成果指標
（目的達成度）

　当地区では、暫定供用している都市計画道路笹川大善寺線と都市計画道路徳定行合橋（日大通り）を繋
ぐ都市計画道路安積永盛駅前線の整備を優先的に進めており、令和５年度の開通に向け、令和４年度にお
いては安積永盛駅前線の整備を実施したところである。
　また、地区を縦断する準用河川徳定川の河川改修に併せて、区画道路整備や建物移転補償等を実施した
結果、計画値に比較して道路整備延長は減、建物移転戸数は増となった。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

ニーズ（小）

二次評価コメント

○

継続

代替事業（有）
　当地区では、周辺地区とのアクセスを円滑にするため、幹線道路である笹川大
善寺線と徳定行合橋線を繋ぐ安積永盛駅前線の早期開通を目指し、整備を優先的
に進めてきたところである。
　また、準用河川徳定川の河川改修工事に供する用地取得の進行に伴い工事が進
んでいることから、区画道路整備や建物移転補償等を継続して実施し、健全な市
街地の形成のため事業進捗を図る。

徳定土地区画整理事業

住民意向分析

多くの住民は協力的であり、幹線道路整備についても理解が得られている。
一部の権利者とは事業の進め方、換地についての意見の調整を必要とするが、地区全体
としては、早期の宅地整地、公共施設整備が望まれている。

都市構想部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

区画整理課

事業費ベースの進捗率

指標名指標名

建物移転戸数（単年度）

当地区は、道路の道幅が狭いことから緊急車両が通行できない。大雨の際に
は内水被害を受け、さらには開発等により宅地のスプロール化が進んでい
る。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

土地区画整理事業の進捗により、笹川大善寺線が暫定供用されたが、今後は安積永盛駅
前線や区画道路の整備により、更に安全、安心で快適な生活基盤が形成される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

－

一次評価コメント

手段 意図（目的）

お知らせ（まちづくり通信）を発行し事業状況を周知する。土地区画整理事業施行地区内の道路等の公
共施設整備、建物移転、宅地整地及び保留地売却を行う。

中心市街地及び、国道４９号へのアクセスと公共施設の整備改善を図り、無秩序に市街化が進む地区内
を健全な都市基盤に整備する

2024年度（令和６年度）

継続

土地区画整理事業が進み、道路整備が図られ徐々に市街地形成が進んでい
る。
施工範囲の一部が地区内に含まれる国事業の阿武隈川河川改修事業が行わ
れた。

道路整備延長（単年度）

土地の権利者数

道路整備延長（累計）

仮換地指定率

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

政策体系

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

代替事業（有）

代替事業（無）

　当該事業は、道路幅が狭い徳定地区について、住宅環境を整備し、道路や
河川を含む面的整備を進めるものである。
　令和４年度は、令和５年度の開通に向け安積永盛駅前線の整備を実施した
ところである。また、地区を縦断する準用河川徳定川の河川改修に併せて、
区画道路整備や建物移転補償等を実施した結果、事業費ベースの進捗率は4.1
ポイント増加した。
　今後についても、区画道路整備や建物移転補償等を継続して実施し、健全
な市街地の形成のため継続して事業を実施する。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　道路整備や建物移転補償等の実施により、事業費ベースの進捗率が4.1％増加した。

○

【事業費】
　建物移転戸数は増加したが、令和４年度に交付が予定さ
れていた交付金について、令和３年度の国補正により前倒
しで交付されたことから、事業費は減少した。

【人件費】
　令和４年度に予定していた建物移転補償について、令和
３年度から建物調査及び権利者交渉を進めてきたことによ
り人件費は減少した。

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1150

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

箇所 157 157 157 157 157 157 157

件 4 4 6 5 11 6 12 11

件

％ 78 78.3 82 81.5 88.5 85.4 93.0 100 82 100

箇所 123 123 129 128 139 134 146 157 129 157

千円 7,713 8,259 9,582 7,986 7,986

千円 3,788 3,619 6,332 3,669 3,668

千円 24,723 35,254 49,067 79,632 73,046

千円 6,127 6,040 8,422 16,200 14,800

千円 30,850 41,294 57,489 95,832 87,846 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 15,700 23,200 19,500 51,800 47,500

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 15,150 18,094 37,989 44,032 40,346 0 0

千円 30,850 41,294 57,489 95,832 87,846 0 0

実計区分 評価結果 継続 拡充 継続（６月送り） 継続 拡充

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

4

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、施設利用者の利便性の向上を図るため、利用頻度等を踏まえ、ト
イレのユニバーサルデザイン化を進める事業である。
　令和４年度は、公園整備事業債を活用したトイレ改修が３件、一般財源による
トイレ改修が３件で合計６件がＵＤ対応トイレとなった。
　原材料や労務単価上昇の影響により単位コストは前年度と比較して増加した
が、ＵＤ対応率は85.4％となり、事業は着実に進捗している。
　トイレ改修によりＵＤ対応率及び利便性、快適性の向上が図られ、施設利用者
の増加につながり、防犯面での安全性も高まることや災害時の避難場所として必
要な施設であることから、継続して事業を実施する。
　なお、事業費の増加要因があるものの、単位コストが上昇傾向にあるため、効
率的な事業運営に留意する必要がある。

公園トイレのＵＤ対応率成果指標①

○

継続

【事業費】
　前年度に比べ改築したトイレの個所数が1か所増えたこ
とや原材料費や労務価格の上昇等により総事業費や１か所
あたりの単位コストが増加した。
　また、昨年度に比べ起債対象とならない改築工事が１か
所多かったため、一般財源の単位コストも増加した。

【人件費】
　前年度に比べ改修したトイレの個所数が１か所増えたこ
とや設計等に要する人員が増えたことから、人件費が増加
した。
　今後、設計を担当する部署との情報の共有や現地確認の
効率化を図るなどして人件費の削減を図っていく。

成果指標分析結果

３　効率性

公園緑地課令和４年度実施事業に係る事務事業評価

　公園トイレについては、感染症対策や災害時における指定緊急避難所と
しての観点から、公衆衛生の向上を図る必要性が増している。

公園トイレのＵＤ改築件数（単年度）

公園トイレ数

公園トイレ整備事業 都市構想部

まちづくり基本指針四次実施計画

指標名

政策体系

　公園築造当時の老巧化している和式トイレが多く、ユニバーサルデザイン
化を進める必要があり、また、住民から改築を求める要望もあったことか
ら、公園利用者の利便性・快適性の向上を図るために整備が開始された。

手段 意図（目的）

公共施設総合管理計画個別計画に基づき、多目的トイレを備えた改築を進める。 トイレのユニバーサルデザイン化を進め、施設利用者の利便性の向上を図る。

2024年度（令和６年度）

住民意向分析

　これまで整備した箇所については、快適性や公衆衛生が向上し、利用者からは好評を
得ているため、未整備箇所についても計画的な整備が求められている。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

－

　障がいのある人や育児世帯に対応した環境整備、さらには新型コロナウイルス感染症
の経験等により市民の衛生環境に対する意識の高まりから、今後も、誰もがより一層安
全・安心に利用できる施設が求められる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

活動指標②

活動指標①

対象指標

まちづくり基本指針五次実施計画

指標名

公園トイレの新築件数（単年度）

単位

活動指標③

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

まちづくり基本指針六次実施計画

大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

6.2
11.7

まちづくり基本指針三次実施計画

○

二次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

　11か所の計画に対し、６か所の改築を実施した。

１　規模・方法の妥当性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

　計画的にトイレの改築を実施したことから、公園トイレのＵＤ対応率が増加し、利便性や快適性の向
上が図られた。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

代替事業（有）

一次評価コメント

継続

代替事業（有）
　公園トイレは、公園利用者に加え公衆用としての役割も有していることから、
幼児や高齢者、障がいのある方等、誰もが安全・安心に利用できる施設の整備が
求められている。
　また、公園は、災害時の避難場所としての役割も有していることから、今後も
計画的に事業を実施する。

ＵＤに対応した公園トイレの数

人件費

単位コスト（総コストから算出）公園トイレ改築１件あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 公園トイレ改築１件あたりのコスト

事業費

成果指標③

成果指標②

歳出計（総事業費）

国・県支出金

総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

その他

活動指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5806

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

社 365 329 331

件 900 1,006 900 825 900 917 900 900 900 900

日 65 36 65 54 65 9 65 65 65 65

千円 15,000 18,191 15,000 17,699 15,000 17,897 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

件 2,650 27 2,650 83 500 28 100 100 100 100 2,650 500

件 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

円 0.7 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7

円 0 -0 0 0 0 0 0

千円 200 362 267 371 371 371 371

千円 14,489 14,159 13,770

千円 14,689 14,521 14,037 371 371 371 371

千円

千円

千円

千円 18,191 17,699 17,897 371 371 371 371

千円 -3,502 -3,178 -3,860 0 0 0 0

千円 14,689 14,521 14,037 371 371 371 371

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

3

3

事業費

単位

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

５　成果指標
（目的達成度）

２年毎の屋外広告物更新申請と新規申請を通じて、適正な広告物の掲出を指導するとともに、違反広告物
に対する市内のパトロール及び簡易除却を実施した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

ニーズ（小）

違反簡易広告物が市内全域におよぶため，全てを把握するのは難しい状況にある。市民や関係機関の協
力（通報）により違反広告物を除却する。件数は減少しており、今後も継続してパトロールを行うとと
もに，市民や関係機関と協力しながら、屋外広告物の規制及び指導を行う。

○

人件費

３　効率性

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

総事業費（事業費・人件費）分析結果

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2021年度（令和３年度）

手段

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

現状周辺環境

－

パトロール日数

平成９年の中核市移行に伴い、屋外広告物に関する事務が県から委譲され
た。

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

11.7
12.8

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）手数料収入１円あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 手数料収入１円あたりのコスト

屋外広告物指導業務

住民意向分析

違反簡易広告物等に対する通報等が，市民から寄せられており，減少傾向にあるものの
未だに貼られている状況にある。また，屋外広告物の安全確保が求められているため、
パトロール等を通じて適正な規制，誘導及び撤去が必要となる。

都市構想部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

開発建築指導課

許可申請に係る手数料収入

指標名指標名
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

政策体系

大綱（取組）

意図（目的）

①屋外広告物の許可（新規、変更、更新　等）
②違反広告物への対応（調査、指導、簡易除却　等）
③屋外広告業者の指導（登録、講習会の開催　等）

　屋外広告物及び屋外広告業について必要な規制を行うことにより、良好な景観の形成と風致を維持
し、また事故等による市民への危害を防止することを目的とする。

2024年度（令和６年度）

○

継続

継続

代替事業（有）
屋外広告物は，常時又は一定期間継続して屋外で公衆に表示されるものであっ
て，看板，立看板，はり紙及びはり札並びに広告塔，広告板，建物その他工作物
等に掲出され，表示されるものになる。これら屋外広告物に対する規制や指導，
違反広告物への対応を継続的に実施したことにより、良好な景観形成や安全確保
が図られているため、今後も継続して事業を実施する。

条例に基づく申請時の審査・指導により適切な規制、誘導を図るととも
に、違反広告物については、パトロール等を実施し、良好な景観形成の推
進を図っている。

屋外広告物許可申請件数

屋外広告業者登録数

屋外広告物事故件数

違反広告物簡易除却件数

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

設置者の安全管理や違反に対する意識が希薄であり、制度の理解不足や制度を理解して
いても違反する場合がある。今後は、屋外広告物条例の許可基準について市民や企業等
に周知を図っていく必要がある。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

国・県支出金

ニーズ（小）

二次評価コメント

【事業費】
　総事業費については、新規許可申請や更新許可申請、未
更新催告指導により、前年度並みの手数料収入となった。

【人件費】
　人件費については、屋外広告物に対して適正な規制・誘
導を図るため、電話や郵便等による催告指導や未許可の屋
外広告物調査に要した経費である。

一次評価コメント

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、屋外広告物の許可や指導等を行い、違反広告物を除却することに
より、良好な景観の形成や風致を維持するとともに、屋外広告物の落下等による
事故防止を図る事業である。
　令和４年度は、前年度と比較してパトロール日数及び違反広告物簡易除去件数
ともに減少しており、令和３年度に行った条例による規制や催告指導を継続した
ことにより、屋外広告物を設置することに対する抑止効果が働いているものと思
料される。
　今後においても、良好な景観の形成及び屋外広告物による事故防止のため、関
係機関と連携を図りながら、継続して事業を実施する。
　

代替事業（有）

代替事業（無）
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性

２ 公平性

３ 効率性
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（活動達成度）
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（目的達成度）
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